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経済発展のひす‘み
現在、日本における一人当りのGDP（国内総生産）

は35.000ドル超。一方、中国は2004年にようや

く1.000ドルを超えたばかり。いまだ日本の30分

のl程度芯のである。さらに中嶋氏は、中国経済の

専門家である米国・ピッツパーグ大学のトーマス・

ロースキー教授の論文「中国のGDP統計に伺が起

こっているのか（What's happening to China's 

GDP statisticsつ）」をあげ、中国経済の歪んだ

実態に言及した。

ロースキー論文は、中国が公表する統計に基づ

いて中国経済を分析し、その数字の矛盾点を明ら

かにしたもの。中国はGDP成長率を昨年9.9%と

発表しているが、仮に毎年9%成長すれば5年間で

45%。これだけの経済成長にもかかわうす、過去

5年間、中国国内のエネルギー消費はほとんど伸び

てい芯い。またこのように大きな経済成長を続け

れば、必ずインフレ傾向になって消費者物価指数が

上がるはずなのに、伺故かそのような兆候はない。

さらに都市部では雇用がほとんど増えていないのに、

地方かうの出稼ぎ労働者で溢れている。こうした

事実から、ロースキー教授は中国の統計数字自体

に疑いがあると結論している。

また中嶋氏は、研究者として2年に1度徹底的芯

フィールドワークを行い、中国のすさまじい貧富の

差と乱開発による環境破壊を目の当たりにしている。

「日本では企業のトップと普通のサラリーマンの

所得格差は4対1ですが、中国は100対1。貧困地

帯は自を覆わんばかり。揚子江（長江）は泥とゴミ

で汚染され、北京や上海、南京では青空がないほど

伝統的な中華思想
中国における反日感情が、最近ますます高まって

いる。冒頭、中嶋氏は、そこには自分たちこそが中

心であるべきであるという、伝統的な中華思想が

潜在心理としてあるのではないかと指摘した。

「自分の国がどうしてうまくいかなかったのかと

いうことを、自らに間わ芯い誇り高さ、それがまさに

中華帝国Jであるという。

第2次世界大戦後、日本はゼロかう立ち上がり、

高い経済力と民主主義国家としての自由を彊歌す

る国へと成熟した。そうして築いた近代化は、徹底

的な自己改造と戦後復興の努力の賜物といえよう。

しかし世界の中心は自分たちのところにあるとい

う中華思想から見れば、戦敗因が自分たちを追い

抜いて豊かになり、ましてや国連安保常任理事国入

りに名乗りをあげるほど国際舞台で活躍するのは

我慢がならないのかもしれ芯い。

中嶋氏は、中国は日本の発展を素直に認めれば

いいのに、なかなか認められないために反日感情

に結び付いていると見る。そしてそういう国を相手

にする限りは、相手をよく分析した上で、我々自身

がどういう立場で付き合うのかという戦略を明確に

しなければならないという。

では中国の国づくりがどのように「うまくいって

い芯いJのか。たとえば経済に関して、日本のメディ

アは最近の中国をめざましい経済発震の渦中にあ

ると伝えている。しかし現実はそうだろうか。中国

の経済発展はどこまで本当なのか。中嶋氏は、ある

数字を示し、現実の中国像を浮かび上がらせた。
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大気汚染は進んでいる」

日本の26倍の面積をもっ中国であるが、人闘が

住める場所となると日本列島の3倍ほど。そこに日

本の10倍以上の人口がひしめく中国社会。中嶋氏

は中国ほど狭い国はないともいう。

低姿勢外交のツケ
中国が抱える諸々の社会問題は、もとより日本の

責任ではない。とはいえそうしたフラストレーショ

ンを反日感情にすり変えてしまう中国社会。なかで

も靖国問題は、中国の内政に対する民衆の不満を、

日柄tt判に転嫁させる格好の材料芯のかもしれない。

靖国神社にA級戦犯が合記されたのは1978年

であるが、中国がこれを問題にしたのは1985年。

当時中曽根康弘総理大臣の「公式参拝J発言から

である。この反発に対して日本政府は、当時の二階

堂副総裁、金丸幹事長、桜内元外相うが北京に出向

いて政治決着を図ろうとしたが、中嶋氏は、この行

動がかえってます、い結果を生んだと指摘する。い

わく靖国問題を日中外交のトゲにすることを教え

にいったようなもの。これを契機に中国は、日本を

ちょっと揺さぶれば総理大臣さえもひざますくこと

を覚えてしまったのである。

以来中国は、日本の低姿勢な外交態度を見て与

しやすいとばかりに次々と要求を工スカレートさせ

てきた。その結果、中国に対する日本のODA（政

府開発援助）は3兆円にのぼり、世界銀行やアジア

開発銀行などの迂回融資を含めるとア兆円とも。

少しぐらいは日本に感謝してくれでもいいのに、そ

うした素振りは全くない。中華思想とはそういうも

のだと知るべきである。

「靖国問題で妥協したから中国が柔らかく花王るこ

とは絶対にない。中国の政策が変わるのは、蛾烈な

権力闘争あるいは内政上の理由J

中嶋氏は、いま中国が政治的に問題にしている

点でわが国が協調したとしても、日中関係がよくな

る乙とはないという見解である。
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大阪ビジネスパーク円形ホール（大阪市中央区）

戦略的なつき合いを
中嶋氏は、何か起きるとすぐ圏内法で処理してし

まうのも中国のやり方だという。例えば1992年、

全国人民代表大会常務委員会で決議された領海法。

これによって中国は尖閣諸島すべてを自国領にし

てしまった。また台湾の自主独立問題に対しては反

国家分裂法を決議して武力行使の構えを見せ、す

で、に一市民となった李登輝元総統の来日にも横や

りを入れる。とはいえ日本｜去、尖閣諸島の領有権問

題に関しては中国の領海法決議の時すぐに抗議し

て外交的な手立てを打つべきであったのに、果た

していない。靖国問題をはじめとする日中間の諸

問題は、そうした戦略を欠いた対中外交のツケで

もある。中嶋氏は、これかうの対中外交はもっと機

動的に機転を効かせ、そうした悪循環を断ち切る

べきだと強調する。

周辺国にもおよぶ環境磁壊、不法就労者による

凶悪犯罪、軍事的脅威など、中国は多くの問題を抱

えている。中嶋氏は、そうした問題国家の影響が外

に及ばないようにつき合うことが必要であり、その

ためにも安全保障面でもしっかりした日米関係を

築かなければならないと説く。

また先ごろ中国で、共産主義青年団の機関紙f氷

点jが発禁処分を受けた。理由は、義和団の乱（1898

～1901）で中国は何の罪もない外国人を大勢殺

したという学者の意見を掲載したためである。言

論の自由がない中国では、いまや日清戦争や日露

戦争、日中戦争すべてを日本の侵略戦争ときめつけ、

歴史を検証することなくことごとく単純化してし

まっている。

「歴史問題を、日中で同じものをすり合わせて、

両方を妥協して水で薄めるなんてことはあっては

なら芯いし、それでは解決にならない」

中嶋氏は、日本は日本人として目立心を持ち、相

手をよく研究しながら上手につき合ってゆくべきだ

と主張した。
(2006年2月17日要旨）
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